

























































































































































































































































































































対象地嶋 対象期間（サ ンプル） 規緩 ・操作性 基本構造 産業遵 鉗モデル フィー ドバ ック構造 消 費薔賽の決 定 投責需要 の決定 労後需要の決定　　　　　　 その他の輪を
中期 多部門 日本． 半期データ． 方程式数 100 0 以上． 不均衡動学型． 14 部門分割． 詳細型． 恒 常所得仮説に基 づ くマ ク トー ビンの Q またはス コプ ダグラス型生産 関数 の　 詳細なモ デル 化，理絵や
計量 モデル 地域分割 なし． 推定期間工7 5J 90（32 ） 計算時間数十分． マー クア ップ 商品×産業 M ak e－U 帆 （所得支 出勘 定，資本憫 ロ家計消費性 向関数．トック調 整原 理に基 づ 下での新古典派的 1 階条件　 計量経 済学 的手続 との
（経済書意会計量 対象期間こ中期 メ イ ン フ レー ム上 価格原理． 相 対価 格 を説 明変 数 と 連勘 定 に基 づい て所 L E S に基 づく 目的別 消費 関 く設備投資 関数 ． に基づ く労働需要関数．　　　 整合性な ど質の高 さ．
委員会．199 6） で解法． する投入係数 内生化 ． 得，IS バ ランス決定） 数． 資本マ トリクス によ る
産業別設 備投 資→ 投資
財需 要への変換．
全体の労働 鶉要 を推 定 した　 消費税 や金 融部 門に お
上で産業別シ ェアを推定．　 け る詳細なモデル化
資本の質を考慮、
P O R E C A S T 日本． 年 次データ． 方程式数 100 0 以上． 不均衡動学型． 5 4 部門分割． 群細型． 商 品別 シェアは外生． 商 品別 シェアは外 生． コプ ダグラス型生産 関数の　 中期多部門をひな型．
（内8 ，199 0） 全 国 9 地域モチ 推定期間：’7 ト ，85（15 ） 大 規模 モ デ ル分 析マー クア ップ 商品×商品（延 長表）と （所得支 出勘 定，資本蘭 下での新古典派的 1 階条件　 エネルギーモデル結合．
ル を結合． 対象期阻 中期 支 援 シス テ ム を別
途構築．
価格原理． 産業 ×産業（SN A ）併用．
投入係数 外生．
達勘 定 に基 づい て所
得，IS バ ランス決定）
に基づ く労働需要関数．　　　 輸入係 数 を IO　 とマ ク
ロモデルで収束計算．
C O M P AS S 全世界． 年次データ． 方程式数多数． IS　バ ラ ンス や 3 6 部門分割 詳細型． 実質可処分所得 を説明変数 商品別 シェアは外生． コプ ダグラス型生 産関数 の　 貿易モデ ル，エネル ギー
（U n o ＆M eyeも 約 6 0 ヶ国 ・地 推定期間：7 0－，95 （26 ） オ ブ ジ ェ ク ト指 向 財政バ ランスに商品 ×商品 と （所得支 出勘 定，資本調 とす るマクロ家 計消費関数 ． 下での新古典派的 1 階条件　 モデル結合．




投入係数外 生． 得，IS バ ランス決定） 労働時間に基づ く定式化．　　 貿易バ ランス，エネル ギ
ーバ ランス を計算．
K E O 日本． 年次データ 方程式数 2 29 ． 一般均衡型． 10 部門分割． 簡易型． 名 目可処分所得 を説明変数 予想生 産量 と資本 コス 生産 関数 に基づ く労働需要　 金融（金利，為替）外生．





値 総 和 か ら統 計的 に
接 続 され た個 人所 得
な どを用いて決定）
とす るマクロ家 計消費関数 ．
ベルヌイ胃ラプ ラス型選好 関
数 に基づ く目的別消費 関数．
トを所 与 と した費 用最




R E h 江 アメ リカ or 年次ヂ 一久 P C 上で解法可能． 生産要素需要 に 5 3 部門分割． 簡易型． 実質 可処分所得 を説明変数 最 適資本 ス トックを説 労働 需要＝労働生 産性 の逆　 広 く応用．
喧h ao ＆恥 匹 ， ア メリカ各地． 推 定期 間．’70 －’88（19） 生産要素相対価 産 業×産 業． （可処分所得 を，雇用者 とす る消費財需要 関数． 明変数 とす る投資財 需 数 と生産の積．　　　　　　　 カ リブ レーシ ョンパ ラ
19 9の 地域分割あ り． 対象期 間：中期 格導入． （商品概念 も導入） 所得 ，税 ，統 計的に接続 要 関数． 労働生産性 は賃金率 や生産　 メーターの導入
マークア ップ 投入係数外生． され る他 の所 得項 目 最適 資本 ス トックは生 伸率の関数．　　　　　　　　 地域 間の移 出入 にお け
価格原理． （線形延長 法） を用いて決定） 産要素価格 の関数 ． る詳細なモデル化．
政府部門内生．
C R E E 止 シカ ゴ． 年 次データ 方程式数 150 ． 量的調整 による 3 6 部門分割． 簡易型． 1 人あた り所得 を説明変数 利 子率，付加価 値，人 口， 労働 需要＝労働生 産性 の逆　 外 生的 シ ョックに対 す
（b r且ⅡeⅥd l et a1．，地域分割な し． 推 定期 間こ，7 5－ 一般均衡型． 産業×産 業． （可処分所得 を，雇用者 とす る 1 人あた り消費関数． 貯 蓄な どを説 明変数 と 数 と生産の積．　　　　　　　 る経 済 の経年 的な反 応





に接 続 され る他 の所
得項 目を用いて決定）
数 とす る目的別消費 関数． 間，失 業，所得 などの開放．　　 予想生産の概念を導入．
政府部門内生．
IJ P T アメ リカ 年次 データ － 生産要素需 要に 7 8 部門分割． 簡易型． 可処 分所得か ら貯 蓄を減 じ 生産，生産要素価格，資本 生産 ，生産性 ，労働 年数 な ど　 広 く応 用 され て い る
（M c血 h 第19 91）地域分割な し． 対象 期間：中期 生産要素相対価 商品×商品 （可処 分 所 得 を，G N P た差を説明変数 とす るマ ク ス トックを説 明変数 と を説 明変 数 とす る労働需要　 IN F O R U M の 1 踵．
格導入． （産業概念も導入） な どか ら統 計的 に接 ロ家計 消費関数 ． する設備 投資関数 ． 関数．　　　　　　　　　　　 消費の詳細なモデル化．
マークア ップ 行 間法 に よる投入係 数 続 され た所 得項 目 を 横断 面デー タと時 系列デー 資 本マ トリクス によ る 生産 と労働 需要の相 関関係
価格原 理． 内生化． 用 いて決定） タ双方に基づ く．
シェア総和 1 制約 を課 して
推定 された 目的別消費 関数．




Q U TP オース トラリア 年次デー タ． 方程式数 1 15． 純デマ ン ドドラ 15 部門分割 簡易型． 恒 常所得仮説に基 づ く誤差 － 付加 価値 と 1 期前の労働需　 消費 な ど家計部 門の 詳
（W e3t，199 4） クイー ンズラン 推 定期 間 ，79 －－88（10） イブ型， 産業 ×産業． （可処 分 所 得 を，G S R 修正型マ クロ家計消費 関数． 要を説 明変数 とす る労働需　 細なモデル化
ド州． 対象期間：中期 マークア ップ 相対 価格 を説 明変数 と 雇 用，人 口な どから統 シェア総和 1 制約 を課 して 要関数．
地域分割な し． 価 格原理． す る投入係数 内生化． 計的 に接 続 され た所
得項 目を用いて決定）
S U R 推 定 され た 目的 別消
費 関数．
全体の労働 需要 を推 定 した
上で産業別シェアを推定．
A U S ¶ⅢA オース トリア． 年次デ 一ー夕． － 純デマ ン ドドラ 3 2 部門分割． 簡易型． A ID S に基づ く 目的別消 費 加 速度原 理 に基づ く投 生産 を説 明変数 とす る誤差　 エネルギーモデル結合．
恥 a ten a ＆ 地域分割な し． 推 定期 間：’76 －’94（19） イブ型． 商 品 × 産 業　 H y bn d 関数． 資財需 要関数 ． 修正型労働需要関数．　　　　 価額単位，熱量単位 併存．
S ch ld ch er．19 99 ） 対象期間 ．，9 4－’05（12） 価格はマ クロ概
念のみ考慮．





P l．E X 旧西 ドイツ． 年次デー タ． 方程式数 6 76 一般均衡型． 12 部門分割 詳細型． 耐久 財消費 と非耐 久財消費 生産，金利 を説 明変数 と 賃金 を説 明変数 とす る労働　 政府部門内生．
但ieb e，1994 ） 地域分割な し． 推 定期 間：7 ト ’86（16） 商品×産 業 M 8ke－U 8も （所得 支出勘定 に基づ を区別 して決定． す る産 業別投 資財 需要 需要関数．　　　　　　　　　 金融（金利，為替）外生．
1 階 条件 によ る投 入係
数 内生化 ．
いて可処分所得決定） A ID S に基づ く 目的別消 費
関数．
関数 ． 価格 弾力 的 中間投入 に
トランス ログ関数採用．
h fS －JM A C R O 日本 ． 年次デー タ． 方程式数 53 0． 不均衡動学型． 17 部門分軌 詳細 型． 適応 的期待形成過程 を想定 新 古典派 原理 にお け る コプダ グラス型生産 関数の　 中細多部門をびな型．
（竹下，20 02） 地域分割な し． 推定期間：’8 ト’9 8（1 8） 計算時間短時間． マークアップ 商品 ×商品（S がA IO ）と（所 得支出勘定，資本 網 したライフサイ クル ・恒 常 資 本の使 用者 費用 も考 下での部 分調整過程 と新富 l 欄憶 の頑健性を考慮．
対象期間；短期 P C 上で解法 可能 ． 価格原理 ． 産業 ×産業（S N A ）併用． 達 勘 定 に基づ いて 所 所得収税 に基づ くマク ロ家 慮 した加 速度原 理 に基 典派的 1 階姦件に基づ く労　 構造 変化 の詳細 な検 討
投入係数外生． 得 ，IS バ ランス決定） 計消費関数．
商 品別 シェア は外生．
づ く設備投資 関数．
商品別 シェアは外生．






























































































③ 消費を介した誘発効果　　 ⑦ クラウディングアウト効果
























































































































































































































































設備投資関数 労 働需 要関数
1．農林水産業 3 （－）型 －
2．鉱業 2 （＋）型　　　 3 （－）型 3 （－）型
3．食料品 1 （＋）型　　　 2 （－）型 3 （－）型
4．繊維 1 （＋）型　　　 2 （－）型 2 （－）型
5．パル プ紙 1 （＋）型　　　 2 （－）型　　　 3 （＋）型 3 （－）型
6．化学 2 （－）型　　　 3 （＋）型 1 （＋）型　　　　　　　　　　　 3 （－）型
7．石油石炭製 品 － 3 （－）型
8．窯業土石 2 （－）型 3 （－）型
9．一次金属 2 （－）型 1（＋）型　　　　 2 （－）型
10．金属機械 3 （＋）型 2 （＋）型　　　　 3 （－）型
11．その他製造業 3 （＋）型 －
12．建設業 1 （＋）型　　　 2 （－）型　　　 3 （－）型 －
13．電気ガス水 道 1 （＋）型　　　 2 （＋）型 －
14．運輸 通信 2 （＋）型　　　 3 （＋）型 2 （＋）型

















R M S P E
民 間 最 終 消 費 1 ．6 4
民 間 住 宅 投 資 2 ．5 0
民 間 企 業 設 備 投 資 1 ．8 7
輸 出 2 ．3 8
輸 入 1 ．6 7
G I）P 1 ．5 3
民 間 総 生 産 1 ．5 4
雇 用 者 数 1 ．5 7
平 均 賃 金 1 ．6 1
就 業 者 加 重 平 均 稼 働 率 1 ．5 4
G D P デ フ レ ー タ ー 1 ．5 9
消 費 者 物 価 指 数 1 ．6 2
貸 出 金 利 3 ．6 6
長 期 金 利 1 ．7 0
為 替 レー ト 1 ．5 3
家 計 可 処 分 所 得 1 ．7 7
海 外 に 対 す る 債 権 の 純 増 2 ．3 2
一 般 政 府 資 金 過 不 足 2 ．5 8
（産業別変数）
R M S P E
産 業 別 生 産
農 林 水 産 業 1 ．6 3
鉱 業 1 ．7 4
食 料 品 1 ．5 7
繊 維 1 ．7 1
パ ル プ 紙 1 ．5 4
化 学 1 ．5 6
石 油 石 炭 製 品 1 ．5 8
窯 業 土 石 1 ．7 2
一 次 金 属 1 ．7 9
金 属 機 械 1 ．8 0
そ の 他 製 造 業 1 ．5 4
建 設 業 1 ．6 7
電 気 ガ ス 水 道 1 ．5 3
運 輸 通 信 1 ．5 5
サ ー ビ ス 他 1 ．5 3
一 般 政 府 1 ．5 4





















































3 ヶ年継続ケース ，96 年－，98 年 3 年間継続的 当該 年の公的設備投資に 主な経済変数の変化，G D P 変化の 内訳 ，
に実質額 を増額 おける商 品別配分パターン 累積 効果
1 ヶ年ケース ，86 年～，98 年 1 年のみ 当該 年の公的設備投資に 主な経済変数の変化，G D P 変化の内訳 ，
実質額 を増額 おける商 品別配分バ ター ン リバウ ン ド効果，
時系列的な政府投資乗数の比較
















































汀 1996 19 97 199 8
民 間 最 終 消 費 0 、0 7 0 ．14 0 ．23
民 間 住 宅 投 資 0 ．14 －0 ．03 10．10
民 間 企 業 設 備 投 資 0 ．66 0 ．55 0 ．5 1
輸 出 0 ．19 0．14 0 ．02
輸 入 0 ．43 0．4 5 0 ．49
G D P 0 ．34 0 ．36 0 ．37
民 間 総 生 産 0 ．40 0 ．4 1 0 ．4 1
雇 用 者 数 0 ，0 5 0 ．07 0 ．09
平 均 賃 金 0 ．17 0 ．2 7 0 ．32
就 業 者 加 重 平 均 稼 働 率 0 ．37 0 ．3 4 0 ．32
G D P デ フ レー タ ー 0 ．02 0 ．0 9 0 ．13
長 期 金 利 0 ．7 1 3．20 3 ．15
貸 出 金 利 0．17 0 ．5 5 0 ．58
為 替 レー ト 0 ．18 0 ．2 6 0 ．20
20
1996 1997 1998
民間最終消費 0．07 0．08 0．08
民間住宅投資 0．14 －0．26 －0．06
民間企業設備投資 0．66 －0．05 －0．08
輸出 0．19 －0．06 －0．14
輸入 0．43 0．01 0．04
GDP 0．34 0．02 0．00
民間総生産 0．40 0．01 －0．01
雇用者数 0．05 0．03 0．03
平均賃金 0．17 0．09 0．05
就業者加重平均稼働率 0．37 －0．03 －0．03
GDP デフレー ター 0．02 0．07 0，03
長期金利 0．71 1．88 －0．95
貸出金利 0．17 0．35 －0．01
為替レー ト 0．18 0．07 －0，08
3ヶ年継続ケースピ96年～’98年を対象とした1ヶ年ケースにおける政府投資乗数の推移の比較図を図4に、GDP変
化の最終需要項目別の内訳を図5に、寄与が1兆円で経年的に一定である公的設備投資を除いた形で示す。このように、
公的設備投資の増額により、民間企業設備投資、民間最終消費、輸出の上昇が見られ、GDPを押し上げる一方、GDP
の上昇は輸入を誘発し、GDPや政府投資乗数を押し下げる。中でも、公的設備投資を増額した時点では民間企業設備投
資の増加が乗数効果の主因となっている。一方、継続的な公的設備投資の増額によって政府投資乗数の上昇が見られる。
これは、継続的な公的設備投資の増額により、民間最終消費の持続的な上昇が見られるためであり、この点が累積効果
と指摘されている現象である（West，1994，1995）。つまり、公的設備投資を増額した時点においては民間企業設備投資
の増加が乗数効果の主因であるが、継続的に公的設備投資を増額した場合、民間最終消費の増加の乗数効果に占めるシ
ェアが経年的に大きくなる。このように、民間最終消費が、タイムラグを伴ってGDP押し上げに貢献する理由は、雇
用者数や賃金が公的設備投資の増額に対して即時的ではなく、徐々に上昇するためである。なお、日本を対象とした中
期多部門計量モデル（経済審議会計量委員会，1996）においても、本モデルの計算結果と同様、公的設備投資の増宅削こ
より、まず民間企業設備投資が上昇する一方、民間最終消費は漸進的に拡大するという結果が得られている。
また、先行研究例（e．g．，堀他，1998）においては、公的設備投資の一時的拡大というインパルス的なショックを与え
た場合、実物面が速やかに鎮静化する一方で価格や金利の上昇傾向が継続するため、公的設備投資をもとの水準に戻し
た時点以降数年間にわたってGDPが標準ケースを下回るというリバウンド効果が指摘されている。たしかに、，92年以
前における1ヶ年ケースではリバウンド効果が確認されたが、，96年以降における1ヶ年ケースでは、民間企業設備投
資や民間総生産などは標準ケースを下回るものの、GDPが標準ケースを下回ることはなかった。これは、後述のように、
公的設備投資の増額による価格上昇度合が経年的に低下しているためである。この点は、デフレギャップが広がり、価
格調整速度が低下している昨今では、リバウンド効果はそれほど重大ではないことを示唆していると考えられる。
－◆－1ヶ年ケース」ト3ヶ年継続ケース
1996　　　　　　　　　　　　　　1997　　　　　　　　　　　　　　1998
図4：3ヶ年継続ケース，1ヶ年ケースにおける政府投資乗数の推移の比較図
因民間企業毀傷投資（lP）ロ輸出（EX）日輪入（IM）
′　′′　′ll　′ll　′4　jJ．′4し
」　菓■　－一一．
（3ヶ年継続ケース）
ロ良問最終消費（CP）■民間住宅投責（IH）
－
書■■
（1ヶ年ケース）
図5：3ヶ年継続ケ胃ス，1ヶ年ケースにおけるGt）P変化の内訳（公的設備投資除く）
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6．3．政府投資乗数の横断的な相違に関する検討
図6に、産業別配分ケースにおける政府投資乗数の比較図を示す。このように、どの産業に支出を行うかによって政
府投資乗数は大きく異なるという結果となった。ここでは、サービス他へ投資した場合の政府投資乗数が最大であり、
農林水産業、建設業、その他製造業の順に続く。一方、鉱業、石油石炭製品、一次金属、繊維へ投資した場合の政府投
資乗数は低いという結果となった。
次に、支出先の違いによって政府投資乗数に大きな相違が見られる理由について考察するため、本ケースにおけるGDP
変化の最終需要項目別の内訳を図7に、寄与が1兆円で共通である公的設備投資を除いた形で示す。このように、結果
に大きく影響する要因は、支出先の違いによる、経済全体の輸入と民間企業設備投資の誘発効果の違いであり、経済全
体の輸入誘発効果が小さく、民間企業設備投資誘発効果が大きい場合に政府投資乗数が高くなることを読みとることが
できる。民間最終消費、民間住宅投資、経済全体の輸出の誘発効果については結果に大きな影響を与えていない。
??
??????
図6：，98年において各産業に1兆円の公的設備投資を追加した場合の政府投資乗数の比較図
四民間企集設備投資CP）E輸入（IM）□民間最終消費（CP）□輸出（EX）■民間住宅投貴くIH）
図7：，98年において各産業に1兆円の公的設備投資を追加した場合のGDP変化の内訳（公的設備投資除く）
さらに、支出先の違いによって、経済全体の輸入と民間企業設備投資の誘発効果が異なる理由について考察する。
ある産業に支出した場合の経済全体の輸入誘発額は、当該産業の限界輸入性向、（15）式で定義される輸入誘発係数に
影響されると考えられる。
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（15）
（A′柁‥輸入誘発係数，ノ＝列を表すインデックス，i：行を表すインデックス，〃オ：商品別輸入，e‥商品別生産）
そこで、本ケースにおいて計算された、ある産業に支出した場合の経済全体の輸入誘発額と、当該産業の限界輸入性向、
輸入誘発係数の、産業についての散布図を図8に示す。本ケースの計算結果によると、経済全体の輸入誘発額は、鉱業、
繊維、石油石炭製品に支出した場合に大きく、建設業、電気ガス水道、運輸通信、サービス他に支出した場合に小さい。
そして、支出先の違いによる経済全体の輸入誘発額の相違については、支出先産業の限界輸入性向や輸入誘発係数との
間に相関関係が見られ、これらが大きい産業に支出した場合に経済全体の輸入誘発額が大きくなる。
0　　　　　02　　　　　04　　　　　06　　　　　08　　　　　1　　　　12　　　　0　　　　　1
限界椎入性向
2　　　　　　　　　3　　　　　　　　　4　　　　　　　　　5　　　　　　　　6
■入誘発係■
図8：産業別配分ケースにおける経済全体の輸入誘発額と，当該産業の限界輸入性向、輸入誘発係数の散布図
次に、ある産業に支出した場合の民間企業設備投資誘発額は、当該産業の限界投資性向、当該産業に支出した場合に
民間総生産が誘発される度合、（16）式で定義される民間企業設備投資誘発係数に影響されると考えられる。
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（Ai：民間企業設備投資誘発係数，1P：産業別設備投資）
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そこで、本ケースにおいて計算された、ある産業に支出した場合の民間企業設備投資誘発額と、当該産業に支出した場
合の民間総生産の乖離率、当該産業の限界投資性向の、産業についての散布図を図9に示す。本ケースの計算結果によ
ると、民間企業設備投資誘発額は、サービス他やその他製造業に支出した場合に大きく、鉱業、石油石炭製品、繊維に
支出した場合に小さい。そして、支出先の違いによる民間企業設備投資誘発額の相違については、当該産業に支出した
場合の民間総生産の乖離率との間に極めて高い相関関係が認められ、支出先産業の限界投資性向とも相関関係が認めら
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れる。そして、これらが大きい産業に支出した場合に民間企業設備投資誘発額が大きくなる。一方、ある産業に支出し
た場合の民間企業設備投資誘発額と当該産業の民間企業設備投資誘発係数との相関係数は0．07とかなり小さい。
（???）??????????
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図9：産業別配分ケースにおける民間企業設備投資誘発額と，当該産業に支出した場合の民間総生産の乖離率，
当該産業の限界投資性向の散布図
次に、支出先の違いによって民間総生産の乖離率が異なる理由について考察する。ある産業に支出した場合の民間総
生産の乖離率は、当該産業の自給率と逆行列係数列和の積に影響されると考えられる。そこで、本ケースにおいて計算
された、ある産業に支出した場合の民間総生産の乖離率と、当該産業の自給率と逆行列係数列和の積の、産業について
の散布図を図10に示す。本ケースの計算結果によると、民間総生産の乖離率は、建設業、その他製造業、パルプ紙に
支出した場合に大きく、鉱業、石油石炭製品、繊維に支出した場合に′1、さい。そして、支出先の違いによる民間総生産
の乖離率の相違については、支出先産業の自給率と逆行列係数列和の積との間に大きな相関関係が認められ、これが大
きい産業に支出した場合に民間総生産の誘発が大きくなる。ただし、サービス他やその他製造業に支出する場合、これ
らの自給率と逆行列係数列和の積の割に民間総生産の誘発が大きいが、これは、自給率と逆行列係数列和の積が直接効
果と間接効果しか反映していない一方、これらの産業では限界投資性向が大きく、生産と設備投資が誘発効果を介した
相乗効果を示すためである。つまり、限界投資性向の大きい産業へ支出する場合、民間総生産の誘発がより大きくなる。
日輪事と逢石列係数列和の穣
図10：産業別配分ケースにおける民間総生産の乖離率と，当該産業の自給率と逆行列係数列和の積の散布図
その他、支出先の違いによる民間最終消費誘発額の相違については、当該産業に支出した場合の経済全体の雇用者数
の乖離率との間に高い相関関係が認められ、これが大きい産業に支出した場合に民間最終消費誘発額が大きくなるとい
う結果が導かれた。また、支出先の違いによる経済全体の雇用者数の乖離率の相違については、支出先産業の限界労働
需要性向、当該産業に支出した場合の民間総生産の乖離率、（17）式で定義される雇用誘発係数との間に高い相関関係が
認められ、これらが大きい産業に支出した場合に経済全体の雇用者数の誘発が大きくなるという結果が導かれた。
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以上、総括すると、同額の公的設備投資を行う場合であっても、その支出先によって無視し得ない政府投資乗数の相
違が観察される。このような相違をもたらす主な要因としては、支出先の違いによって輸入誘発効果、民間企業設備投
資誘発効果が異なることが挙げられる。そして、限界輸入性向、輸入誘発係数、輸入率が小さく、逆行列係数列和と限
界投資性向が大きい産業に支出する場合に政府投資乗数が高くなる傾向が見られる。
なお、本ケースの計算結果によると、支出先の違いによる民間最終消費誘発額の相違は小さく、支出先の違いによる
政府投資乗数の相違に与える影響は小さい。確かに、前節における、公的設備投資を増額した時点におけるGDP変化
の内訳を見ると、民間最終消費誘発額より民間企業設備投資誘発額の方が3倍程度大きくなっており、後者の影響力の
大きさを裏付けているが、本モデルでは、家計消費関数を集計量として扱っており、所得階級や世帯主の従属産業によ
る消費性向や消費財購入パターンの違いを考慮していないことも影響している可能性がある7。
6．4．政府投資乗数の時系列的な相違に関する検討
図11に、，86年～，98年の各年を対象とした1ヶ年ケースにおける当該時点の政府投資乗数の比較図を示す。このよ
うに、バブル期初頭を項点として政府投資乗数の経年的な低下傾向が見られ、バブル崩壊期の’93年、金融不況期の’96
年においては階段状に低下している。しかし、，96年～’98年にかけては緩やかな上昇傾向が見られる。’98年における
政府投資乗数は、最大である，87年の8割程度に低下している。
次に、政府投資乗数に経年的な低下傾向が見られる理由について考察するため、本ケースにおけるGDP変化の最終
需要項目別の内訳を図12に、寄与が1兆円で一定である公的設備投資を除いた形で示す。このように、政府投資乗数
の経年的な低下の主因は、民間企業設備投資誘発効果の経年的な低下であることを読みとることができる。一方、民間
最終消費誘発効果については経年的に大きな変化は見られず、政府投資乗数の経年的な低下への寄与は小さい。
1986　1987　1986　1989　1990199119921993199419951996　1997　1998
図11：，86年～，98年の各年において公的設備投資を1兆円増額した場合における，当該年の政府投資乗数の比較図
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図12：，86年～，98年の各年において公的設備投資を1兆円増額した場合における，当該年のGDP変化の内訳（公的設備投資除く）
さらに、民間企業設備投資誘発効果が経年的に低下している理由、及び、公的設備投資を増額することによるその他
の主な経済変数の変化の経年的な相違について考察する。本ケースにおける政府投資乗数、主な経済変数の標準ケース
からの変化、公的設備投資の生産誘発係数の、，86年の値に対する比を図13に示す。このように、上述の検討と同様、
政府投資乗数と民間企業設備投資誘発額の経年的な挙動は非常に似通っている。そして、民間企業設備投資誘発額の経
年的な挙動と、その主な説明変数である民間総生産と貸出金利の乖離率の経年的な挙動に着目すると、民間企業設備投
資誘発額の経年的な挙動は民間総生産の乖離率や生産誘発係数の経年的な挙動と非常に似通っている。これらの点は、
公的設備投資の増額による生産誘発効果の低下が民間企業設備投資誘発効果の低下をもたらし、政府投資乗数の経年的
な低下を招いていることを示唆している。このような生産誘発係数の経年的な低下については、輸入率の上昇や中間投
入比率の小さい第3次産業のシェアの高まりが主因であると指摘されている。一方、貸出金利の乖離率については、バ
ブル崩壊以降、低下傾向から上昇傾向に転じているが、設備投資の金利感応度はそれほど大きくないことを考慮すれば、
この要因の民間企業設備投資誘発額や政府投資乗数の経年的な低下に対する寄与は大きくないと考えられる。
次に、その他の主な経済変数の変化に関する経年的な挙動について見ると、民間最終消費誘発額の経年的な挙動は経
済全体の雇用者数の乖離率の経年的な挙動と似通っている。また、GDPデフレーターの乖離率については経年的な低下
傾向が見られる。つまり、公的設備投資の増額によって価格が上昇する度合が経年的に低下している傾向が見られる。
この点は、バブル崩壊以降、我が国において価格硬直性が高まっていることを示唆している。なお、日本を対象とした
短期マクロ計量モデル（堀他，1998）においても、本モデルの計算結果と同様、公的設備投資の増額に対する価格の感
応度が，80年代と比べで90年代では低下しているという結果が得られている。
2章で検討したように、限界消費性向、限界投資性向、限界輸入性向、限界労働需要性向といったパラメーターの変
化が政府投資乗数の経年的な変化に対して影響を与えている可能性があり、本モデルでは、行動方程式に構造変化を反
映させる形でパラメーターの経年的な変化を考慮している8。設備投資関数における構造変化の検討結果によると、定
数項に寄与する形での構造変化は見られたが、限界投資性向に寄与する形での構造変化は見られなかった。したがって、
このような投資行動における構造変化は、民間企業設備投資誘発額や政府投資乗数の経年的な変化に対して影響を与え
ていないと考えられる。一方、家計消費関数における構造変化の検討結果によると、限界消費性向がバブル崩壊期に低
下しているという結果が導かれ、労働需要関数における構造変化の検討結果によると、多くの産業において、金融不況
期に生産弾力性が低下しているという結果が導かれた。民間最終消費誘発額は経年的にほとんど変化していないため、
このような消費行動や雇用行動における構造変化が政府投資乗数に与える影響は小さいと考えられるが、雇用者数の乖
離率は96年～，98年にかけて低下傾向にあり、雇用行動における構造変化がこの点に対して影響を与えている可能性が
ある。
以上、総括すると、公的設備投資を増額した時点における政府投資乗数については経年的な低下傾向が見られる。こ
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のような政府投資乗数の経年的な低下傾向をもたらす主な要因としては民間企業設備投資誘発効果の低下が挙げられ、
民間企業設備投資誘発効果の低下をもたらす主な要因としては生産誘発効果の低下が挙げられる。
十民間企業設甘投資蹟発醸 A　民間総生産の乖暮率
－・兼一貸出金利の乖肩車
図13：’86年～’98年を対象とした1ヶ年ケースにおける，当該年の政府投資乗数，主な経済変数の変化，公的設備投資の生産誘発係数
の，’86年の値に対する比
7．結論
本研究では、日本経済を対象とし、17部門分割を施した本格的な不均衡動学型短期多部門計量モデルMS－JMACRO
を用いて、政府投資乗数に関する基礎的検討を行った上で、支出先の違いによる政府投資乗数の相違、時系列的な政府
投資乗数の相違、及び、このような相違をもたらす要因について定量的かつ詳細な検討を行った。本モデルは、財政政
策が経済に及ぼす短期的な影響経路、つまり、政府投資乗数に相違をもたらす要因のほぼ全てを明示的に考慮している。
また、ルーカス批判など、これまでに指摘されてきた計量モデル分析における問題点の回避を試みるため、経済理論と
の整合性、計量経済学的手続との整合性、現実経済との整合性、透明性、操作性といった長所を有しており、計量モデ
ルにおける従来の評価基準に加え、構造の頑健性、構造変化の抽出とモデルへの反映、特定化の誤りの回避といった評
価基準を設けて行動方程式の推定を行っている。本モデルの精度や動学的な追跡能力は良好であり、このような本モデ
ルの特徴は、研究目的に対して適切な分析フレームワークを提供している。
本研究において得られた知見は以下のように整理することができる。
・政府投資乗数に関する基礎的検討の結果、直接効果、間接効果、設備投資を介した誘発効果、輸入漏洩効果は即時的
に政府投資乗数に影響を与える特徴があり、公的設備投資を増額した時点では民間企業設備投資誘発効果が乗数効果
の主因である。一方、消費を介した誘発効果や価格金融面を介した影響経路はタイムラグを伴って持続的に政府投資
乗数に影響を与える特徴がある。また、短期金利固定を前提として公的設備投資を増額した場合、クラウディングア
ウト効果は見られるものの、マンデルフレミング効果は見られず、為替レートは減価するという結果となった。
・支出先の違いによる政府投資乗数の相違については、支出先の違いによって無視し得ない政府投資乗数の相違が見ら
れ、サービス他、農林水産業、建設業に支出する場合に商く、鉱業、石油石炭製品、一次金属、繊維に支出する場合
に低いという結果となった。この理由としては、支出先の違いによる、経済全体の輸入と民間企業設備投資の誘発効
果の違いが主因として挙げられ、限界輸入性向、輸入誘発係数、輸入率が小さく、逆行列係数列和や限界投資性向が
大きい産業に支出する場合に政府投資乗数が高くなる傾向が見られる。
・時系列的な政府投資乗数の相違については、経年的な低下傾向が見られ、バブル崩壊期や金融不況期には階段状に低
下しているという結果となった。この理由としては、公的設備投資の増毛削こよる民間企業設備投資誘発効果の低下が
主因として挙げられ、このような民間企業設備投資誘発効果の低下の主因としては生産誘発効果の低下が挙げられる。
また、公的設備投資の増額による価格上昇度合、つまり、価格調整効果が低下している傾向が確認された。
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このように、多部門計量モデルを用いた検討により、政府投資乗数に相違をもたらす要因として、生産誘発効果とい
う、これまで、この点に関する検討に用いられてきたマクロ計量モデルでは考慮できなかった要因の寄与が大きいこと
を明らかにし、先行研究例とは異なる視点を提供することができた。また、公的設備投資を増額した時点では民間企業
設備投資誘発効果が乗数効果の主因であること、民間企業設備投資誘発額と平均概念に基づく民間企業設備投資誘発係
数との相関関係がかなり小さいこと、という知見は、設備投資を介した誘発効果を考慮しておらず、平均概念に基づく
という特徴を持つIOモデルを用いて経済影響評価を行うことに伴う危険性を示唆していると考えられる。
本研究において得られた知見は、今後の財政政策のあり方を検討する上で有用な情報となり得ると考えられる。ただ
し、財政政策のあり方を議論する際には、需要創出の観点だけでなく、生産力向上、公共財供給、所得再分配、財政健
全化といった観点も考慮すべきであることに対して注意する必要があるだろう。
今後の主な課題については以下のように整理することができる。
・時系列的な政府投資乗数の相違についてより説得力のある検討を行うためには、昨今、リカードの中立命題など家計
や企業の前向き（PorWard－lookhg）の期待やリスクが政府投資乗数に対する重要な要因になっていると指摘されて
いることを考慮すれば、本モデルをForward－lookhgモデルに拡張することによって経済主体の前向きの期待形成メ
カニズムを明示的に考慮することが必要であると考えられる。Forward－lookingモデルへの拡張は必然的に長期モデ
ルへの拡張につながるため、サプライサイドの詳細化、均衡条件や理論的制約条件の考慮、資産部門や金融部門の拡
張が必要になる。このような方向性は、経済主体が将来を見通した上で最適化行動を行うことをモデル化する、マク
ロ経済モデルの動学化とミクロ経済学的基礎付けに相当する。
・支出先の違いによる政府投資乗数の相違についてより説得力のある検討を行うためには、家計消費関数を集計量とし
てではなく、世帯主の所得階級や従属産業別に設定することが必要であると考えられる。
・本モデルのような計量モデルでは、通常、ある産業に労働需要が生じた場合、失業者や他の産業からスムーズに労働
移動がなされ、失業率が即座に低下する構造となっている。しかし、実際には、労働市場は職種別に分断されており、
需要不足に起因する失業だけでなく、構造的失業が存在し、我が国ではその重要性が指摘されている。構造的失業が
存在する場合、公的設備投資の増額などによってある産業に労働需要が生じてもそれが満足されるとは限らないため、
これを考慮しない場合と比較して政府投資乗数は低下することになる。したがって、政府投資乗数についてより現実
的な検討を行うためには、構造的失業を考慮した政策シミュレーションを行うことが必要であると考えられる。
付注
1．　ここでは、単純化のため、同一世帯に属する雇用者は同じ産業に従事すると想定し、失業世帯の所得や消費は考慮していない。
また、本来、消費の説明変数としては可処分所得を導入すべきだが、雇用者所得以外の所得項目や税などの支払を考慮していな
い。さらに、通常、産業別生産から所得階級別所得を決定することによって所得階級別に消費行動がモデル化される場合が多いが
（e．g．，Miernyketa1．，1967）、ここでは従属産業別にモデル化している。しかし、IOモデルにおいて、同一世帯に属する雇用者が
異なる産業に従事することを表現する拡張（DerviSeta1．，1982）、失業者と雇用者があり得ることを表現する拡張（Batey＆Maden，
1981；Bernat＆Johnson，1985）、雇用者所得以外の全ての所得項目も内生化する拡張（Miernyketa1．，1967）が行われている。
2・多部門計量モデルは、その他、input－OutPutandeconometricmodel、integratedmodel、disaggregatedeconometricmodelと
呼ばれることがある。また、応用一般均衡モデルは、その他、COmputablegeneralequilibriummodelと呼ばれることがある。
3．　ここでは、伴（1991）、根岸（1994）、West（1994，1995）、経済審議会計量委員会（1996）、Hy（1997）、He丘ler（1997）における記述を主
に参考として整理している。
4．IOモデルは、係数と変数の積と和の形で生産や雇用に与える影響を算出できるという特徴を生かし、経済変数の変化に対する寄
与度分析（SDA）に用いられる場合が多い。また、マクロ計量モデルは、多部門計量モデルと比較して構築が容易であること、デー
タ制約が小さいことから、最新の情報に基づく、マクロレベルでの予測や経済政策の評価に用いられる場合が多い。AGEモデル
は、税制など価格に影響をもたらす政策の検討、規制緩和、開発途上国の構造謂整、貿易自由化など市場の歪みを是正する政策の
検討、長期的分析、サプライサイドの分析、厚生に基づく経済政策の評価などに用いられる場合が多い。
5．計量モデルの評価基準としては、内挿テストだけでなく、外挿期間中における事後予測の精度を重視すべきであることが指摘さ
れているが、本研究では、外挿期間中における政策シミュレーションは行わないこととしているため、本モデルの外挿期間中にお
ける予測力については検討していない。
6．財政政策が経済に及ぼす中長期的な影響経路については、非常に複雑である上に理論実証両面でコンセンサスは取れていないと
指摘されており（堀他，1998）、このような影響経路を考慮する場合、モデルの構築や分析を困難にすると考えられる。しかし、対
象期間を短期に限定する場合、このようなサプライサイドを介した影響は小さく、経済は、主にデマンドサイドの変化、つまり、
乗数効果によって決定されるという理解が一般的になされている。堀他（1998）は、短期の政府投資乗数に与えるサプライサイドを
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介した影響は小さいという前提の下、このような影響経路を簡略化したモデル構築を行っている。
7・家計消費関数を集計量として扱うことによる同一性の問題は重要であると指摘し、この間題に対処するため、家計の消費行動を
所得階級別に分割したAGEモデルを構築した例（Trigg＆Maden，1994）、家計の消費行動を所得階級別に分割したIOモデルを構
築した例（Cloutier＆Thomassin，1994）がある。それらにおいては、限界消費性向は低所得者の方が高所得者より高いこと、低所
得者の消費においては高所得者の場合と比べ域内財の占めるシェアが高いこと、需要の所得弾力性は、必需品においては低いが、
サービスなどの薯修財においては高いことなどが指摘されている。
8・平均概念に基づく、経済全体の諸係数の対象期間中における推移については、輸入率（＝輸入！国内需要）は上昇、設備投資率（＝民間
企業設備投資／生産）はバブル期に上昇、バブル崩壊期に低下、金融不況期に上昇、雇用係数（＝雇用者数／生産）は低下、平均消費性
向（＝国内家計最終消費／家計可処分所得）と可処分所得生成率（＝家計可処分所得／雇用者所得）はほぼ不変という関係が見られる。
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